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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第154期

第１四半期連結
累計期間

第155期
第１四半期連結

累計期間
第154期

会計期間

自平成29年
　４月１日
至平成29年
　６月30日

自平成30年
　４月１日
至平成30年
　６月30日

自平成29年
　４月１日
至平成30年
　３月31日

売上高 （千円） 2,816,553 2,744,412 11,368,856

経常利益 （千円） 239,466 267,849 904,246

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 154,443 179,660 582,627

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 413,200 58,111 903,056

純資産額 （千円） 16,630,112 16,920,481 17,004,515

総資産額 （千円） 22,009,405 22,271,081 22,619,622

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 8.03 9.34 30.28

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 74.1 74.7 73.8

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標の推移については記載して

おりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日において当社グループが判断したものであります。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間における我が国の経済は、雇用・所得環境や企業収益の改善により、緩やかな回復基

調にありますが、世界経済の不確実性の高まりや金融市場の変動リスクなど、先行き不透明な状況が継続しており

ます。

　当社グループの主要な得意先であります紙・パルプ業界は、板紙・家庭紙の需要は増加しているものの、新聞、

印刷・情報用紙は減少し、原燃料価格が上昇するなど厳しい経営環境が続いております。

　このような状況におきまして、当社グループは中期経営計画に基づき、総合抄紙用具企業としての確立を目指

し、国内市場のシェアの拡大、海外事業の強化に努めてまいりましたが、売上高は2,744百万円（前年同期比2.6％

減）となりました。しかし、受取配当金などの営業外収益の増加により親会社株主に帰属する四半期純利益は179

百万円（前年同期比16.3％増）となりました。

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末に比べ348百万円減少しております。これは、現金及

び預金が279百万円、受取手形及び売掛金が259百万円、投資有価証券が122百万円減少した一方、商品及び製品が

111百万円、仕掛品が51百万円、有形固定資産が120百万円増加したことなどによるものです。

　負債は前連結会計年度末に比べ264百万円減少しております。これは、短期借入金が18百万円、繰延税金負債が

40百万円増加した一方、未払法人税等が193百万円、リース債務(流動及び固定)が30百万円、退職給付に係る負債

が56百万円減少したことなどによるものです。

　純資産は前連結会計年度末に比べ84百万円減少しております。これは、その他有価証券評価差額金が86百万円減

少したことなどによるものです。

　なお、当第１四半期連結会計期間末の自己資本比率は74.7％となり、前連結会計年度末に比べ0.9ポイント上昇

いたしました。

 

（２）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、35百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 96,500,000

計 96,500,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 19,842,089 19,842,089
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 19,842,089 19,842,089 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成30年４月１日～

 平成30年６月30日
－ 19,842,089 － 2,435,425 － 1,325,495

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成30年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成30年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式　　600,000 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式 19,236,300 192,363 －

単元未満株式  普通株式　　　5,789 － －

発行済株式総数 　　　　　19,842,089 － －

総株主の議決権 － 192,363 －

 

②【自己株式等】

平成30年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日本フエルト株式会社
　東京都北区赤羽西

　１丁目７－１
600,000 － 600,000 3.02

計 － 600,000 － 600,000 3.02

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,475,190 3,195,894

受取手形及び売掛金 ※ 5,219,994 ※ 4,960,284

リース投資資産 48,155 48,367

商品及び製品 1,159,128 1,271,086

仕掛品 964,435 1,015,817

原材料及び貯蔵品 675,897 661,961

その他 84,670 123,318

貸倒引当金 △32,212 △24,845

流動資産合計 11,595,259 11,251,885

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,688,359 1,667,517

機械装置及び運搬具（純額） 740,207 704,889

工具、器具及び備品（純額） 148,595 145,376

土地 1,251,767 1,279,239

リース資産（純額） 402,394 374,231

建設仮勘定 26,882 207,129

有形固定資産合計 4,258,205 4,378,385

無形固定資産   

ソフトウエア 5,325 4,814

ソフトウエア仮勘定 156,213 176,613

リース資産 198 198

その他 8,722 8,684

無形固定資産合計 170,459 190,310

投資その他の資産   

投資有価証券 5,773,667 5,651,229

長期貸付金 3,340 3,160

繰延税金資産 27,117 18,442

リース投資資産 634,562 622,389

その他 245,006 213,053

貸倒引当金 △87,995 △57,776

投資その他の資産合計 6,595,698 6,450,499

固定資産合計 11,024,363 11,019,195

資産合計 22,619,622 22,271,081
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※ 686,045 ※ 662,388

短期借入金 818,000 836,500

リース債務 121,690 122,318

未払法人税等 193,968 832

役員賞与引当金 31,000 7,475

その他 1,075,545 1,096,348

流動負債合計 2,926,250 2,725,862

固定負債   

リース債務 295,334 264,518

長期未払金 71,417 53,039

繰延税金負債 116,349 157,261

役員退職慰労引当金 1,900 2,125

退職給付に係る負債 1,983,403 1,927,340

受入保証金 220,451 220,451

固定負債合計 2,688,856 2,624,737

負債合計 5,615,106 5,350,599

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,435,425 2,435,425

資本剰余金 1,325,495 1,325,495

利益剰余金 11,466,294 11,511,260

自己株式 △315,049 △315,049

株主資本合計 14,912,165 14,957,131

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,079,662 1,992,900

為替換算調整勘定 △246,717 △275,355

退職給付に係る調整累計額 △49,734 △46,390

その他の包括利益累計額合計 1,783,209 1,671,153

非支配株主持分 309,140 292,195

純資産合計 17,004,515 16,920,481

負債純資産合計 22,619,622 22,271,081
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 2,816,553 2,744,412

売上原価 1,831,943 1,825,250

売上総利益 984,610 919,161

販売費及び一般管理費   

役員報酬 55,648 55,464

給料手当及び賞与 313,340 308,534

貸倒引当金繰入額 3,895 －

退職給付費用 14,664 15,080

役員退職慰労引当金繰入額 199 225

役員賞与引当金繰入額 7,500 7,475

その他 418,530 381,439

販売費及び一般管理費合計 813,779 768,219

営業利益 170,830 150,942

営業外収益   

受取利息 2,129 1,887

受取配当金 68,642 74,062

受取賃貸料 82,151 83,783

その他 16,200 23,146

営業外収益合計 169,124 182,879

営業外費用   

支払利息 3,700 3,296

貸与資産固定資産税 12,971 11,310

賃貸費用 24,712 26,458

為替差損 13,353 －

休業手当 27,081 －

その他 18,668 24,907

営業外費用合計 100,488 65,973

経常利益 239,466 267,849

税金等調整前四半期純利益 239,466 267,849

法人税、住民税及び事業税 2,900 2,465

法人税等調整額 87,062 85,509

法人税等合計 89,962 87,975

四半期純利益 149,504 179,873

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△4,938 213

親会社株主に帰属する四半期純利益 154,443 179,660
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

四半期純利益 149,504 179,873

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 242,034 △86,761

為替換算調整勘定 27,730 △41,991

退職給付に係る調整額 △6,068 6,991

その他の包括利益合計 263,696 △121,761

四半期包括利益 413,200 58,111

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 408,563 67,604

非支配株主に係る四半期包括利益 4,637 △9,492
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【注記事項】

（追加情報）

　(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等を適用)

　 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年2月16日）等を当第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分

に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　※ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当四

半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、四半期連結会計期間末

日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
 （平成30年６月30日）

受取手形 53,045千円 41,960千円

支払手形 53,411千円 48,937千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結

累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりです。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日）

減価償却費 160,116千円 146,646千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

１．配当に関する事項

　配当金支払額

決　　議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月15日

取締役会
普通株式 173,178 9 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

１．配当に関する事項

　配当金支払額

決　　議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月15日

取締役会
普通株式 134,694 7 平成30年３月31日 平成30年６月29日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

    当社グループは、フエルト製品及び付随商品の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（参考情報）

　地域に関する情報

　　売上高

 アジア その他の地域 計

１. 海外売上高 478,276千円 330千円 478,606千円

２. 連結売上高     2,816,553千円

３. 海外売上高の連結売上高に占める割合 17.0

 

％ 0.0％ 17.0％

　（注）１．国又は地域の区分は地理的近接度によっております。

　　　　　　２．各区分に属する主な国又は地域

　　　　　　　　(1）アジア……………台湾・中国・インドネシア・韓国

　　　　　　　　(2）その他の地域……ドイツ

　　　　　　３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

 

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

    当社グループは、フエルト製品及び付随商品の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（参考情報）

　地域に関する情報

　　売上高

 アジア その他の地域 計

１. 海外売上高 486,044千円 1,558千円 487,603千円

２. 連結売上高     2,744,412千円

３. 海外売上高の連結売上高に占める割合 17.7

 

％ 0.1％ 17.8％

　（注）１．国又は地域の区分は地理的近接度によっております。

　　　　　　２．各区分に属する主な国又は地域

　　　　　　　　(1）アジア……………台湾・中国・インドネシア・韓国

　　　　　　　　(2）その他の地域……アメリカ・ドイツ

　　　　　　３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 ８円03銭 ９円34銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額　　

（千円）
154,443 179,660

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
154,443 179,660

普通株式の期中平均株式数（千株） 19,242 19,242

 
　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

平成30年５月15日開催の取締役会において、第154期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）期末配当に関

し、次のとおり決議いたしました。

　　（イ）期末配当による配当金の総額…………………134百万円

　　（ロ）１株当たりの金額………………………………7円00銭

　　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成30年６月29日

　（注）平成30年３月31日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年８月14日

日本フエルト株式会社

取締役会　御中

 

有 限 責 任  あ ず さ 監 査 法 人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井上 　東 　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐田 明久 　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本フエルト株

式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から

平成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本フエルト株式会社及び連結子会社の平成30年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

(注)１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書

提出会社）が別途保管しております。

　　２. ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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